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６ すべての子どもたちの学びを支える取組の推進 

（１）不登校の子どもに対する取組の充実 

不登校やいじめ・ネットトラブルなどの課題の解決に向けて、家庭や関係機関の理解と協力を得

ながら、学校が組織的に対応することにより、子どもの「心の居場所」となる学校づくりを行いま

す。 

 校外においては、不登校の子どもが学校復帰や社会的自立に向けて安心して、元気をとり戻すこ

とのできる居場所づくりを進めます。 

 また、教職員が不登校に関する正しい知識を持ち、適切な指導・助言を行うことができるよう、

研修の一層の充実に取り組みます。 

さらに、学級担任が一人で対応するのではなく、学校が組織として対応したり、児童相談所、医

療機関などの関係機関と連携するなどし、子どもや家庭の状況に応じた支援を行う体制を整備しま

す。 

 

（ア）教職員の資質向上を図る研修の充実   

  ① 主な事務事業 

事務事業名 事 業 内 容 予算額（千円）

生徒指導実践研修 

(生徒指導推進室) 

 

 

 生徒指導主任・主事を対象に、生徒指導上の諸課題の解決

を推進していくために、校内体制を整備し、機能的な生徒指

導を積極的に推進するための専門的・実践的な研修を行い、

資質向上及び校内研修の充実を図ります。 

323

 

 

 

（イ）組織的な支援体制の充実 

  ① 主な事務事業 

事務事業名 事 業 内 容 予算額（千円）

生徒指導・進路指導

総合推進事業（教育

相談員配置） 

（生徒指導推進室）

 定時制３部制と通信制を併置する宍道高校に「教育相談員」 

を配置し、不登校・中途退学・問題行動等の課題を抱える生 

徒や保護者への早期対応、未然防止といった視点で中学校や 

家庭・関係機関との連携強化を図りながら調査研究を行いま

す。 

2,238

スクールソーシャ

ルワーカー活用事

業 

(生徒指導推進室） 

 児童生徒が置かれた様々な環境の問題に対処するため、関

係機関と連携・調整するコーディネートや校内の体制づくり

を行います。 

※松江市・出雲市・雲南市・大田市・美郷町・浜田市・益田

市・津和野町・吉賀町・隠岐の島町・海士町・西ノ島町   

計１２市町 

    22,995

連絡調整員配置事

業 

(生徒指導推進室） 

 

 東部は宍道高等学校に２名、西部は浜田高等学校定時制に

２名の連絡調整員を配置し、中学校卒業直後及び高校中退直

後における、不登校による引きこもりや家居などの生徒につ

いて掌握し、社会参加へ向けての連絡調整を行います。 

4,026
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学びの場を支える

非常勤講師配置事

業（学びいきいき

サポート事業） 

（義務教育課） 

 自学教室等での個別指導を実施している中学校に対して、

非常勤講師を配置し、自学教室の運営の充実や生徒指導体制

の充実を図ります。 

 

68,847

 

 

（ウ）教育相談体制の充実 

  ① 主な事務事業 

事務事業名 事 業 内 容 予算額（千円）

スクールカウンセ

ラーの配置 

(生徒指導推進室） 

 学校の教育相談体制を強化するために、児童生徒の臨床

心理に関して高度に専門的な知識・経験を有する臨床心理

士、精神科医をスクールカウンセラーとして、平成７年度

から県内の学校に配置しているが、平成13年度からは、国

の補助事業として、中学校を中心に配置を進めています。

平成 23 年度の配置については、34 小学校、83 中学校及び

高等学校に 57 名のスクールカウンセラーを配置していま

す。 

なお、スクールカウンセラーを配置した拠点校区内の小

学校や近隣の中学校を対象校とし、合計では、県内の全て

の中学校（分校を除く）や高等学校を含む 216 の小・中・

高等学校にスクールカウンセラーを配置したことになりま

す。 

 さらに、平成19年度より対象校以外の小学校でも相談で

きる体制としています。 

（国の補助事業）

    （72,936）

子どもと親の相談

員配置事業 

(生徒指導推進室） 

 子どもと親の相談員を16の小学校に配置し、小学校の教

育相談体制の充実や保護者の子育てに対する悩み相談機能

の充実を図り、不登校や問題行動の減少に取り組みます。 

（14,679）

  

中学校クラスサポ

ートティーチャー

の配置 

(生徒指導推進室） 

 中学校進学に伴う生活環境や学習環境の急激な変化（い

わゆる「中一ギャップ」）に対応するため、大規模中学校

の第一学年の学級に非常勤講師を配置し、不登校の未然防

止を図ります。 

※第１学年の学級数が３学級以上、かつ１学級31人以上の

学校の中で、特に非常勤講師を配置して対応する必要があ

る学校（19学校 40名配置） 

91,794

不登校未然防止実

践モデル地域指定

事業 

(生徒指導推進室） 

 

 不登校等の未然防止の視点から、児童生徒、学級集団の

状況についてより客観的な把握をするための方法（質問紙

「アンケートＱＵ」）を取り入れ、校内の組織的な対応の

もと学級経営の見直しを図るなど、スクールカウンセラー

やスクールソーシャルワーカー等の一層の活用を推進しま

す。 

2,457
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不登校に対する未

然防止実践事業 

(生徒指導推進室） 

 

 

 

 

 高等学校における不登校対策として、校内の組織的対応

のもと関係機関等との連携を図りながら、生徒への個に応

じた指導や学級経営の見直しを行う必要があり、特に学校

不適応等の割合の高い高等学校１年生全員に、年２回「ア

ンケートＱ－Ｕ」を実施し、不登校の未然防止、早期発見・

早期対応の観点から、生徒個人及び学級集団への組織的対

応の実践を行います。 

7,153

 

電話による相談体

制の充実 

（教育センター） 

 

 いじめをはじめとする悩みなどの相談を受ける「いじめ

110番」を島根県教育センターに設置し、いじめ等の相談に

応じています。また、県警が実施する「ヤングテレホン」、

中央児童相談所が実施する「子どもと家庭電話相談」、“こ

ころ・発達”教育相談室、民間が実施する電話相談などと

の連携を図ることにより、電話による相談体制を充実しま

す。 

16,167

 

医療と連携した教

育相談の充実 

(教育センター) 

島根県立こころの医療センターに隣接する出雲市立神戸

川小学校・河南中学校若松分校内に“こころ・発達”教育

相談室を設置し、医療と連携した電話・来所相談を実施し

ます。 

   7,457

 

（エ）多様な学びの場や居場所の充実 

  ① 主な事務事業 

事務事業名 事 業 内 容 予算額（千円）

教育支援センター

等の運営支援 

(生徒指導推進室） 

 教育支援センターへの運営支援を行うことにより、不登校

の子どもが集団生活や学習を行うための様々な機会を充実し

ます。 

県内には、不登校の児童生徒に対して集団生活や学習の機

会を与え、学校への復帰や将来の社会生活に適応できるよう

にすることを目的とした教育支援センターが、11市町（①松

江市、②安来市、③出雲市、④雲南市、⑤大田市、⑥江津市、

⑦浜田市、⑧益田市、⑨斐川町、⑩邑南町、⑪隠岐の島町）

に設置してあります。 

25,500

生徒指導・進路指

導総合推進事業

（指導員配置） 

(生徒指導推進室） 

不登校傾向・不登校児童生徒に対して、学校や家庭との連

携強化を図りながら指導員を効果的に活用します。不登校児

童生徒のニーズに応じた活動を行い、居場所の提供を目的と

した民間施設（フリーダス【松江】りべろ【浜田】）や児童

養護施設（安来学園【安来】双樹学院【松江】聖こう寮【浜

田】）に配置しています。 

5,976

魅力ある学校づく

り調査研究事業

（国立教育政策研

究所委嘱事業） 

平成 22・23年度推進指定地域 隠岐の島町立西郷中学校 1,213
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心のかけ橋支援事

業（家庭に閉じこもっ

ている子どもの支援）

（生徒指導推進室） 

 子どもが安心して過ごせる居場所を開設したり家庭訪問を

行ったりして、一人一人の心身の状況や興味関心に応じた学

習や体験活動の場を提供することにより、行動範囲や活動を

広げるきっかけづくりを行います。 

※松江市・安来市・雲南市・浜田市・大田市・江津市・邑南

町・益田市・隠岐の島町  計９市町 

  8,410

 

※ 生徒指導の重点 

生徒指導の目的は、すべての児童生徒が社会の一員として個性の伸長を図ることを目指すとこ

ろにあります。平成23年度は、特に次の諸点を重点目標とし、各学校における望ましい生徒指導

の推進を図っていきます。 

（あ）指導方法の工夫改善 

  ・「集団の力を高める」ための取組について、研究の深化と具体的な実践方法の追求をします。 

・特別支援教育との関連を理解するため、研修内容の工夫を行い、教職員の指導力の向上を目

指します。 

（い）関係機関等との連携の推進 

児童相談所等児童福祉施設、警察等の関係機関、ＰＴＡ、青少年団体などの関係団体や地域住

民との連携を一層強化します。 

 

  ① 生徒指導体制の確立 

（あ）各学校における全教育活動について、その在り方を見直し、積極的な生徒指導の推進を図り

ます。 

（い）各学校におけるいじめ等の問題行動や不登校への対応として教育相談の体制・方法を検討し、

その強化を図ります。 

（う）各教育事務所の指導主事兼生徒指導専任主事の活動により、各管内の生徒指導の改善充実、

生徒指導に関する小・中・高・特の連携強化及び関係諸機関との連携の充実強化を図ります。 

（え）生徒指導専任教員（７名）の活動の一層の充実を図ります。 

（お）必要と認められる学校に児童生徒支援加配教員（87名）の配置等を行うとともに、生徒指導

の充実を図るために中学校に教員を加配（12名）し、指導体制の強化を図ります。 

（か）高等学校に非常勤講師を配置して、生徒指導主事の負担を軽減し、生徒指導の充実強化を図

ります。 

（き）「小学校生徒指導の手引」、「中学校生徒指導の手引」、「高等学校生徒指導の手引」等の

資料の校内研修等における活用を図ります。 

 

  ② いじめ問題への対応 

いじめ問題への対応を図るため、実態調査を行うとともに、平成 16 年３月に作成し教職員に

配布した「いじめ問題対応の手引」の活用を図っています。また、島根県教育センターに「いじ

め 110 番」を開設していますが、今年度も引き続いて、いじめ等の問題の相談に応じています。 

 

  ③ 不登校への対応 

  （あ）教職員の不登校に対する正しい認識と、対応能力向上のために平成 15 年３月に作成し、全

教職員に配布した「不登校対応の手引き」の活用を図るとともに、全小・中・高等学校・特別

支援学校の生徒指導担当教員１名ずつを対象として「生徒指導実践研修」を実施することによ

り、各学校における校内研修の充実につなげることとしています。 
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    （い）教育支援センターを開設している 11 市町に対してその開設・運営のための経費の一部につ

いて助成を行います。 

 

  ④ 「児童の権利に関する条約」の啓発   

 各学校においては、「児童の権利に関する条約」の批准以来、これまで、校内研修等を利用し

て条約に係る教職員の認識を高めるとともに、児童生徒及び保護者への啓発に努めてきました。 

 県教育委員会では、小・中学校及び県立学校の児童生徒向けの啓発資料を作成しており、平成

20年度からはホームページ上に掲載し、児童生徒及び保護者に対し本条約の原則及び規定の一層

の啓発を図ることとしています。 

  

  ⑤ 地域ぐるみの生徒指導の推進 

 児童生徒の健全育成を図るために、学校、家庭及び地域社会が一体となった相互補完的な指導

体制をつくり、児童生徒の自主性や社会性を培うとともに、有機的・実効的な指導を推進します。 

 

  ⑥ 学校と警察及び児童相談所等の連携推進 

平成21年７月に、島根県教育委員会と島根県警察本部・健康福祉部・環境生活部及び私学連盟

が「子どもの自立支援と安全な環境確保に向けた連携に関する覚書」を締結しました。この覚書

は、子どもの自立支援と安全な環境確保のため、犯罪行為や児童虐待の防止と非行問題等の解決

について、特に学校と警察及び児童相談所等が、緊密な連携の下で効果的な対応を図ることを目

的としています。 

 

 

（２）特別支援教育の充実 

 特別な支援の必要な子どもが自立し主体的に社会参加するためには、子ども一人一人の教育的ニ

ーズに応じた適切な指導と必要な支援を行うことが大切です。 

 そのため、特別支援教育を推進するための校内体制を確立し、「個別の指導計画」や「個別の教

育支援計画」を作成・活用するとともに、市町村教育委員会や教育事務所単位で設置している広域

特別支援連携協議会の相談支援体制の活用や医療・福祉・労働等の関係諸機関を活用した指導・支

援を推進します。また、特別支援学校においては、地域における特別支援教育のセンターとしての

役割に努め、幼稚園、小学校、中学校又は、高等学校等の要請により、必要な助言や援助を行いま

す。また、社会的・職業的自立をめざした職業教育や進路開拓の充実を図ります。 

 

（ア）一人一人の教育的ニーズに応じた指導の充実 

  ① 主な事務事業 

事務事業名 事 業 内 容 予算額（千円）

学校サポート事業（特

別支援教育室） 

 特別支援学校の教育課程の改善・充実や医療的ケアの充

実、高等学校における発達障がいのある生徒への支援を行い

ます。 

451

特別な支援のため

の非常勤講師配置

事業（にこにこサポー

ト事業）(義務教育課）

 小学校の通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能

自閉症等発達障がいのある児童に対して、生活や学習上の

困難を克服するために必要な支援を行うための非常勤講師

を学校に配置します。 

  160,640
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  ② 就学指導の充実 

  （あ）県就学指導委員会の充実 

     就学指導を適正かつ効果的に行うため、県就学指導委員会の充実を図るとともに、市町村教

育委員会で就学の判定が困難な事例等は、県就学指導委員会において判定を行います｡ 

  （い）市町村就学指導委員会の充実 

     市町村における就学指導体制の充実が必要であり、市町村教育委員会担当者会を開催して就

学指導に係る業務の周知徹底を図ります。また、リーフレット「お子さまの就学のために」を

作成・配布し、幼児児童生徒の適正な就学指導の推進を図ります。今後も、各市町村の就学指

導委員会が充実するよう、県教育委員会と市町村教育委員会が一層緊密な連携を図る必要があ

ります｡ 

  （う）巡回就学相談会の開催 

     特別な支援の必要な就学前児の保護者に対して、就学に関する相談会を実施し、情報提供等

を行いながら、適切な就学がなされるよう支援をするため、昭和56年度から、県内各地を会場

に開催しています。 

 

  ③ 指導体制の充実 

    近年、通常の学級に在籍する発達障がいのある児童生徒への対応が課題となっていることから、

平成17年度から各教育事務所には、それまでの特別支援教育専任教員の配置に替え、特別支援教

育担当指導主事を、島根県教育センター浜田教育センターには特別支援教育担当指導主事を配置

しています。 

       

  ④ 特別支援学校における教育の充実 

    （あ）障がいの重度・重複化、多様化 

近年、特別支援学校に就学する幼児児童生徒の障がいの状況は、重度・重複化、多様化の傾向

にあり、一人一人の障がいの種類や程度、能力や適性をきめ細かくとらえ、教育的ニーズを把握

し、適切な教育課程の編成と「個別の指導計画」の作成、指導方法の改善・充実が必要です。 

  （い）訪問教育 

障がいの状態が重度あるいは重複し、通学して教育を受けることが困難な児童生徒への教育

（訪問教育）については、障がいの状態や体調を考慮しつつ可能な限り学習の機会を保障してい

くこととしています。また、訪問教育においては、病気療養中の児童生徒もその対象とし、入院

中であっても教育的空白が生じないように配慮しながら、その教育の充実に努めています。 

  （う）医療的ケア 

平成12年９月から、医療的ケアが必要な児童生徒が在籍する緊急性の高い学校に看護師免許を

有する常勤講師を配置しています。また、医療的ケアを必要とする児童生徒が安全に安心して学

習できるようにするため、平成17年３月には「島根県医療的ケア実施体制ガイドライン」を刊行

し、必要な校内体制の指針を示しました。 

（え）今後の特別支援教育 

「今後の特別支援教育の在り方に関する検討委員会」の答申を受け、各方面の委員からの意見

を踏まえた上で今後の進むべき方向としての基本計画を策定し、学校、家庭、地域社会及び関係

諸機関が一層緊密な連携を図り、教育の充実に努めていくことにしています。 

 

  ⑤ 特別支援学級等における教育の充実 

  （あ）障がいの多様化 

特別支援学級に在籍する児童生徒についても障がいの状況が多様化の傾向にあり、１学級当た

りの在籍児童生徒数は少人数の傾向にあります。また、自閉症・情緒障がい特別支援学級におい

ては、その設置数が年々増加しています。 

    このため、就学指導、就学判定等を適切に行うとともに、保護者の信頼と期待にこたえられる
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特別支援学級づくりを目指して適切な指導と必要な支援を行っていくことが必要です｡ 

 

  （い）通級指導教室・院内学級 

小・中学校の通常の学級に在籍している障がいのある児童生徒に対しては、｢通級指導教室｣

を開設して指導を行っており、今後も、その一層の充実を図るよう努めます。 

 また、慢性疾患等病気療養のために、一定期間の入院加療が必要な児童生徒に対しては、その

病状に応じて教育が受けられるように、平成８年度から、病弱・身体虚弱特別支援学級（いわゆ

る院内学級）を開設し、指導にあたっています。 

（う）開かれた特別支援教育 

障がい等のある児童生徒一人一人の「生きる力」を培うため、学習指導要領の趣旨を踏まえ、

教育課程の編成、「個別の指導計画」の作成・活用・評価を行い、指導方針の工夫・改善に努め

ることが必要です。特に、特別支援学級等が小・中学校に設置されていることの意義を認識し、

交流及び共同学習を推進する中で「共生社会」の実現の基礎を培うことが重要です。 

 さらに、家庭や、地域社会、関係諸機関との連携が必要であり、その点から「個別の教育支援

計画」の作成を一層推進します。 

 

  ⑥ 特別支援教育推進体制の整備・充実 

平成22年度から文部科学省より「特別支援教育総合推進事業」を委託事業として受け、特別支

援教育体制の総合的な推進を県内全体で実施しています。 

  

  ⑦ 教育課程の研究 

    平成22年６月に島根県教育課程審議会から「望ましい教育課程の編成について」の答申を受け

ました。 

この答申を受け、平成23年３月に「特別支援教育ハンドブック」を作成・配布し、特別支援教

育のさらなる理解と推進を図っています。 

  ⑧ 理解・啓発の推進 

    特別支援教育関係者はもとより、保護者や地域社会の人々への障がいのある幼児児童生徒及び

その教育に対する正しい理解と協力を得るため、特別支援教育関係団体との連携を一層強化し、

理解・啓発のための各種事業の積極的な推進に努めます｡ 

    また、障がいのある幼児児童生徒と障がいのない幼児児童生徒との交流及び共同学習が各学校

においてより一層推進され、相互の触れ合いを通じて豊かな人間性をはぐくむことを目指します｡ 

     

（イ）社会的・職業的自立の促進 

  ① 主な事務事業 

事務事業名 事 業 内 容 予算額（千円）

特別支援学校進路

開拓推進事業（あい

ワーク） 

（特別支援教育室） 

 社会の変化や障がいの多様化に応じた進路指導の充実、職

業教育、進路開拓、卒後支援を行います。 

2,908

 

  ② 進路指導の充実 

    障がい等のある生徒の進路指導は、その障がいの状態や適性等を踏まえた指導により、積極的

に社会参加、自立する態度の育成に努め、特に生徒の進路決定に当たっては、福祉、労働等の関

係諸機関との緊密な連携を一層図ります｡ 
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（ウ）特別支援学校のセンター的機能の充実 

  ① 主な事務事業 

事務事業名 事 業 内 容 予算額（千円）

特別支援学校セン

ター的機能充実事

業（特別支援教育室） 

 地域の幼稚園、保育所、小・中学校、高等学校等からの要

請に応じた情報提供・助言を行います。 

1,017

  

  ② 専門教員の養成・確保 

  （あ）長期研修派遣 

     県の課題に基づき専門的研修を行い、県の特別支援教育の振興に寄与するとともに、今後の

特別支援教育に関する指導的立場に立つ者を養成するため、現在、特別支援教育を担当してい

る教員はもとより、それ以外の教員からも広く人材を求め、１年間島根県教育センター等に長

期研修生として派遣しています。 

     また、各種障がい種別ごとの専門的研修を深めるため、国立特別支援教育総合研究所へ２か

月間専門研修生として派遣しています。 

 （い）教員研修の充実 

     受講者のニーズを把握し、幼児児童生徒への具体的な支援につながる講義や演習・協議を行

い、特別支援教育に関する専門性・指導力の向上を図ります。 

  （う）免許法認定講習の開催 

     教育職員免許法及び同法施行規則の規定に基づき、一種及び二種免許状の取得に必要な単位

の修得及び現職教員の資質の向上を図るため、講座を開設します。  

 （え）教育研究団体の研究報告活動の充実 

      各学校における校内研修の充実とともに、各教育研究団体において活発な研究活動が進めら

れてきました。 

     今後、一層大きな効果を上げるために、研究課題を明確にし、今日的な課題に即して、より

実践的な研究が推進されるよう指導・助言に努めます。 

 
 
 


